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 経常利益は、前期比157億円増加の1,062億円、当期純利益は、ロシア関連損
失の影響により、48億円となりました。

 下の表のセグメント資産残高は、前期末比4,844億円増加の5兆3,638億円、自
己資本は、13.2％増加の7,616億円となりましたが、増加の主な要因は円安と
なった為替の影響によるものです。
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 スペシャルティと国内オートが大幅な増益となり、国際の損失をカバーする結
果となりました。

 国内リースは、NTT・TCリースの持分法投資利益の寄与があったもののセグメ
ント資産残高減少に伴うTC単体利益の減少などにより、22億円の減益となりま
した。

 国内オートは、NCSが車両売却益の増加を主因に22億円増益、NRSもマーケッ
トの回復とともに、コロナ禍において注力したコストコントロールや高効率運
営の推進により72億円の増益となり、両社ともに過去最高益を更新、事業分野
全体として87億円の増益となりました。

 スペシャルティはACG、不動産や船舶が増益となったほか、営業投資有価証券
の売却益なども貢献し、事業分野全体として279億円の増益となりました。

 国際は、引き続きCSIが堅調に推移、米州・欧州が29億円の増益となりました
が、アジアにおける営業投資有価証券の評価損187億円が影響し、事業分野全
体では199億円の減益となりました。
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 資料左上の注釈のとおり、経常利益を「ベース収益」、「売却益」、「減損・
貸倒・営業投資有価証券評価損益等」の３つに区分しております。

 「売却益」は、不動産と営業投資有価証券によるキャピタルゲインを対象とし
ています。

 左側が通期比較、右側が四半期ごとの推移であります。
 ベース収益は、国内オートが牽引し、1,054億円と19億円の増益となっており
ます。

 売却益は234億円を計上し、85億円の増益となったものの、減損・貸倒・評価
損益等は先程お伝えしたとおり、アジアにおける評価損187億円の発生等によ
り、相殺される結果となりました。
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 スペシャルティ・国際の伸⾧により、合計5兆3,638億円と前期末比4,844億円
の増加となりましたが、円安による為替要因が主因となります。
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 親会社株主に帰属する当期純利益は、700億円と過去最高益更新を見込んでお
ります。

 配当については、成⾧投資及び財務基盤とのバランスを考慮しつつ、配当性
向は35%を予定しています。

 結果としまして、年間配当金は、57円、約40％増の 200円を計画しています。
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 2023年度より、お客さま・事業パートナーの脱炭素に向けた事業戦略を強力に
推進していくことを目的として、「環境インフラ事業分野」を新設いたしまし
た。

 これにより、セグメント区分は、４つから５つとなります。
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 各事業分野とも、当期純利益ベースにて記載しております。
 国内リースは、NTT・TCリースの業績伸⾧に加え、パートナーとの協業ビジネ
スの拡大などにより、前期比11億円増加の240億円、オートモビリティは、
NRSの増益を中心に前期比9億円増加の130億円、スペシャルティは、営業投
資有価証券および不動産の売却益減少を見込むものの、ロシア関連損失580億
円の剥落により、前期比451億円増益の260億円、国際は、堅調なCSIの貢献と
ともに、アジアの営業投資有価証券評価損173億円の剥落により、前期比199
億円増加の140億円、新設の環境インフラは、新たな発電所の稼働に伴う、試
運転費用や一過性損失の剥落に伴う反動増に加え、経常的なパートナーとの協
業ビジネス拡大による増益確保から、前期比38億円増加の40億円を見込んでお
ります。
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 薄いブルーとピンクの2本の折れ線グラフは、NRSの2019年度からの四半期ご
との売上高と経常利益の推移を示しています。

 棒グラフは、2019年度のレンタカー原価と販管費の四半期毎の合計値を100と
して2019年度と比較した指数の推移を示しております。

 コロナの影響により2020年度は、大幅赤字となったものの、2021年度は各種
改革を実行し、黒字転換を果たしました。

 2022年度は、コストコントロール強化と直売比率向上等により、高効率運営を
実現し、過去最高益を更新しております。

 2023年1月からは、基本料金の改定を実施いたしました。
 料金改定後も予約率が順調に推移しているほか、車両売却益の計上もございま
して、2023年１月～３月の第1四半期の経常利益は44億円となる見通しです。
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 左のグラフは、IATAが昨年12月に公表した世界全体の旅客数の予測となります。
 パーセンテージは、コロナ前2019年の水準を100としたときとの比較値を示し
ています。

 グラフのとおり、2024年には、国内線から先行してコロナ前の水準にマーケッ
トが回復し、成⾧軌道に向かうという見立てに大きな変更はなく、ACGの業績
は、このマーケットの回復を捕捉していく形で、緩やかに回復が進むものと考
えております。

 ページ右側の棒グラフは、保有機体の簿価に占める、オフリース機体比率の推
移を示しております。

 コロナ発生直後はレッシーから返還を受けてオフリース機体が急増しましたが、
徐々にマーケットが回復し、2022年12月末時点でのオフリース機体比率は僅
か0.5%、機体数は2機と大幅に低下しております。
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 左側には、2月に公表いたしました、ACG個社の2022年度・通期業績を記載し
ております。

 売上高は、機体売却益の減少を主因に前期比36百万ドルの減収となりました。
 税引前利益は、ロシア向けエクスポージャーの減損損失等を主因に5億89百万
ドルの損失となりました。

 なお、TC連結決算への反映に向けた調整表を、下段に記載しております。

※決算についてのスクリプトは、以上になります。続いて中期経営計画2027のス
クリプトをご覧ください。



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58


